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２０１７年１２月１３日 

 
さらなる生活保護基準引下げの提案に反対する会長声明 

 
   千葉県弁護士会 会長 及川智志  

 
１ 厚生労働省は，２０１７年１２月８日の第３５回生活保護基準部会におい

て，２０１８年度から生活扶助基準本体や母子加算を大幅に引き下げる方針を

示した。 

２００４年からの老齢加算の段階的廃止，２０１３年からの大幅な生活扶助

基準の削減（平均６．５％，最大１０％），２０１５年からの住宅扶助基準・

冬季加算の削減に引き続くもので，生活保護利用世帯の厳しい生活をさらに追

い詰める過酷な仕打ちという他なく，最大で１３．７％もの削減となる世帯

（夫婦子２人世帯）も生じる可能性がある。 

部会で配布された資料によると，生活扶助費は，夫婦子２人世帯で１８万５

２７０円から１５万９９６０円へと２万５３１０円（１３．７％），子２人の

母子世帯で１５万５２５０円から１４万４２４０円へと１万１０１０円（７．

１％）もの大幅削減となる可能性がある地域も見られる。 

母子加算についても，平均２割（都市部で２万２７９０円の場合４５５８

円）削減の可能性があると報じられている（２０１７年１２月９日付毎日新聞

朝刊）。 

さらに単身高齢（７５歳）世帯で７万４６３０円から６万８８４０円へと５

７９０円（７．８％），高齢（６５歳）夫婦世帯で１１万９２００円から１０

万６０２０円へと１万３１８０円（１１．１％）の削減がされる可能性のある

地域もある。 

 

２ 今回の引き下げの考え方は，第１十分位という，所得階層を１０に分けた

一番下（下位１０％）の階層の消費水準に合わせて生活保護基準を引き下げる

というものである。 

しかし，日本では，生活保護の捕捉率（生活保護を利用する資格のある人の

うち実際に利用している人が占める割合）が２割以下といわれており，すなわ

ち第１十分位（下位１０％）層には生活保護以下の生活をしている人たちがも

ともと大量に含まれている。生活保護を利用していない低所得者層と生活保護

基準を比べれば，当然生活保護基準が高いという結果になり，これをもとに保

護基準のあり方を考えれば，保護基準を下げるしかなく，どこまでも生活保護

基準を下げ続ける引き下げスパイラルを招くしかない。 
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３ 生活保護基準は，ナショナル・ミニマム（国民生活の最低水準）であるた

め，最低賃金，住民税非課税基準，就学援助など様々な低所得者施策と連動し

ている。生活保護基準の引き下げスパイラルは，生活保護を利用していない市

民全般の生活水準の引き下げスパイラルにつながることになる。 

実際，生活保護基準が下げられた後，就学援助の基準が下がる自治体が続出

し，年金，医療，介護とあらゆる社会保障制度が削減，自己負担増となり，今

や市民生活全般が危機に瀕している。 

 

４ 憲法２５条は「健康で文化的な生活」，すなわち生存権を国民に保障し，

それを具現化するために生活保護法が存在する。 

しかし，現在の生活保護基準ですら，健康で文化的な生活が維持されている

とは言い難い。実際，２０１３年からの生活扶助基準の引き下げに対しては，

千葉県をはじめ全国２９都道府県において，９５５名の原告が憲法２５条の保

障する生存権を侵害するものとして，違憲訴訟が提起され係争中である。 

そのような中，今回のような生活保護基準を引き下げようとする厚生労働省

の方針は，さらなる生存権の侵害になりかねない。 

当会は，現在もなお憲法２５条が保障する「健康で文化的な生活」を維持し

得ていない生活保護利用者をさらに追い詰め，さらに一層，市民生活全般の底

下げをもたらし生存権を脅かす今回の生活保護基準の引き下げは断じて容認で

きず，断固反対する。 

以 上 


